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2017年10月20日 

各  位 

会 社 名 エ ス ア ー ル ジ ー タ カ ミ ヤ 株 式 会 社  

代表者名   代表取締役会長兼社長     髙 宮 一 雅  

         （コード番号２４４５ 東証第一部）  

問合せ先 

 

取締役兼常務執行役員 

経営管理本部長          安 田 秀 樹 
 

（TEL．06-6375-3918）  

 

 

完全子会社間の吸収合併に関するお知らせ 

 

 

当社は、2017年10月20日開催の取締役会において、当社の完全子会社である株式会社ＳＮビルテ

ック（以下「ＳＮビルテック」という。）を存続会社、当社の完全子会社である株式会社トータル都

市整備（以下「トータル都市整備」という。）を消滅会社とする吸収合併することを決議いたしま

したので、下記のとおりお知らせいたします。 

なお、合併後の商号は「株式会社トータル都市整備」に変更をする予定であります。 

  

 

記 

 

１．合併の目的 

当社グループは、経営の基本方針としてグループの経営基盤の強化を掲げ、積極的に事業所・拠

点の統合、子会社の吸収合併に取り組んでおります。 

ＳＮビルテックは都市部の再開発プロジェクト工事向けの地下支保工材をメインに仮設機材レ

ンタル事業を、トータル都市整備はシールド工事向け機材のレンタル及び販売事業を展開しており、

両社ともに専門分野に特化した営業を強みとしております。本合併により、専門工事分野をさらに

強化し、営業戦略の実現、技術提案型営業の拡大、経営資源の効率的な組織運営により、収益力の

向上を図ることで、当社グループは利益の最大化を目指します。 

 

 

２．合併の要旨 

（１）合併の日程 

合併決議取締役会    （当社・合併当事会社） 2017年10月20日 

合併契約締結 （合併当事会社） 2017年10月20日 

合併承認株主総会 （合併当事会社） 2018年２月14日（予定） 

合併効力発生日  2018年４月１日（予定） 

 

（２）合併の方式 

   ＳＮビルテックを存続会社とする吸収合併方式で、トータル都市整備は解散いたします。 

 

（３）合併に係る割当ての内容 

   当社の完全子会社間の合併であるため、本合併に際して、株式その他の金銭等の交付及び割

当てはありません。 

 

（４）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

   該当事項はありません。 
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３．合併の当事会社の概要（2017年３月31日現在） 

  存続会社 消滅会社 

（１）名 称 株式会社ＳＮビルテック 株式会社トータル都市整備 

（２）所 在 地 
東京都中央区日本橋三丁目10番 
５号  

名古屋市中川区万町2601番地 

（３）代表者の役職・氏名 代表取締役社長  黒岩 浩之 代表取締役社長 伊藤 秀人 

（４）事 業 内 容 

土木建設仮設工事の支保工リー

ス業 

土木建築仮設工事の支保工設計

及びその技術指導 

シールド工事用仮設機材のレン

タル 

仮設鋼材および建設資材の販売 

各種鋼製材の加工、製作、販売 

（５）資 本 金 30百万円 10百万円 

（６）設立年月日 2005年２月25日 1971年７月１日 

（７）発行済株式数 600株 10,000株 

（８）決 算 期 ３月31日 ３月31日 

（９）大株主及び持株比率 エスアールジータカミヤ  

株式会社               100％ 

エスアールジータカミヤ  
株式会社               100％ 

（10）直前会計年度の財政状況及び経営成績 

総 資 産 428百万円   1,917百万円 

純 資 産 315百万円   1,736百万円 

１株当たり純資産 525,873.26円   173,608.25円 

売 上 高 698百万円   319百万円 

営業利益又は営業損失（△） 129百万円   △85百万円 

経常利益又は経常損失（△） 127百万円   △74百万円 

当期純利益又は 

当期純損失（△） 
81百万円   △71百万円 

１株当たり当期純利益又は 

１株当たり当期純損失（△） 
135,562.06円   △7,165.09円 

 

 

４．新会社の概要（予定） 

（１）商 号 株式会社トータル都市整備 

（２）所 在 地 東京都中央区日本橋三丁目10番５号 

（３）代 表 者 代表取締役社長 黒岩 浩之 

（４）資 本 金 30百万円 

（５）株 主 エスアールジータカミヤ株式会社（100％） 

 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社の完全子会社間の合併であり、当社の連結業績に与える影響は軽微であります。 

 

 

 

 

以上 


